部局長と改革ＰＴの議論資料

【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	男女共同参画施策

	部局の考え方
	
○　男女共同参画施策の法的背景

＜国＞（男女共同参画社会基本法より）

・「男女共同参画社会の実現は21世紀のわが国社会を決定する最重要課題」

「地方公共団体に男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定、実施する責務」

＜府の役割＞（府男女共同参画推進条例より）

・男女共同参画計画の策定及び実施状況の公表、広報や啓発・教育、必要な調査研究、配偶者に対する暴力、セクシュアル・ハラスメント等の防止と被害者への必要な支援
・市町村における取組みへの協力、男女共同参画施策の実施に当たり、市町村との連絡調整を緊密に行う
○　男女共同参画施策の必要性

「男女共同参画施策の展開を通じ、男性も女性も意欲に応じてあらゆる
分野で活躍できる社会を目指す」
・女性の政策・方針決定過程への参画が進み、多様な人材が活躍することによって、経済活動の創造性が増し、生産性が向上

・働き方の多様化が進み、男女が共に働きやすい職場環境が確保されることにより個人の能力を最大限に発揮
・仕事と家庭の両立環境が整い、男性の家庭への参画が進むことにより、男女が共に子育てに参加でき、子育て・教育力の回復
・男女が主体的に地域活動やボランティア等に参画することにより、地域コミュニティが強化され、地域機能が回復
○　今後の施策の重点化の方針
　　府は、広域的自治体としての機能・役割を踏まえ、専門性の必要な事業、市町村支援など広域的な視点が必要な事業、先導的な事業に重点化して取り組む。
①男女間の問題、女性特有の問題で悩む府民のセーフティネットとしての相談機能や、女性が意欲と能力を十分に発揮し社会に進出するための育成支援機能
②一人ひとりが望む生き方ができる「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）」の実現に向けた事業者支援

③夫・パートナーからの暴力、性犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメント行為等、女性の人権を著しく侵害するものへの対応
⇒上記施策を進めるため、
・①相談、人材育成支援、②事業者支援、③市町村支援、ＮＰＯ育成・支援、に重点を絞って事業を実施
・府男女共同参画課は、条例や男女共同参画プランに基づき、啓発や事業者支援を担う。
ドーンセンターは、男女共同参画施策推進のための中核施設としての機能を維持しつつ多機能化を図る。
財団は、セーフティネットである相談のほか、人材育成支援、市町村センター支援、ＮＰＯ育成・支援の機能を担う。
○　ドーンセンター事業の担い手としての男女共同参画推進財団の必要性

　・財団は、平成６年に行政・府民・民間団体等が連携した多様な活動を効果的に推進し、男女の自立とあらゆる分野への対等な参加及び参画を促進するための各種事業を実施することにより、男女共同参画社会の実現をめざすために設立。
　・財団職員は、長年の事業実施を通して蓄積された、相談カウンセリング、情報ライブラリーにおける情報処理、ＮＰＯの育成・指導等のノウハウがあり、また、男女共同参画に関する各種講座の講師を務めるなど、専門性の高い職員がおり、これらの職員を束ねている財団が廃止された場合、専門性のある人材の流出につながり、府にとっても大きな損失。
　・ＮＰＯが行う相談事業や協催事業については、財団がＮＰＯとの中間支援として、助言や指導を行うことにより効果的に実施されてきたところであり、新たなＮＰＯの育成についても、指導的役割を果たしてきた。財団が廃止された場合、ＮＰＯがこれらの事業の担い手から離れていくことは確実で、事業の効果的な継続が困難になる。
　・財団は、ドーンセンター運営により培ったノウハウをもとに、市町村センター事業に対する助言、センター職員の人材育成などを行っており、府域全体の男女共同参画施策の支援機能を担っている。
⇒　以上のとおり、ドーンセンターにおける事業の推進には、財団の有する専門性やネットワークなどを活用することが最も効果的・効率的であり、財団のこれまで果たしてきた役割、機能を十分踏まえつつ、財団のスリム化、自主財源の確保、民間をはじめ幅広い分野からの寄付受けなど、府負担額を可能な限り抑えるなど、財団自身の改革を進めた上で、精査・重点化された事業の担い手として存続させる。
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［改革ＰＴ試案］ 


（事務事業）ドーンセンター事業は廃止、ＤＶ相談のみ府の事業として継続


（公の施設）ドーンセンターは他施設との集約、多機能化


　　　　　　情報ライブラリーは、府立図書館へ集約化


（出資法人）財団は２０年度廃止。事業は相談事業等に重点化。実施する事業は精査の上、府が直接執行。必要に応じてＮＰＯに委託














